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経常収支比率

市職員の市民への対応が良くなったと答え
た市民割合（市民意識調査）

職員一人あたりの人口

将来負担比率

「後期基本計画」目標達成率

行政の簡素化や事務の合理化が進んだと思
う市民割合（市民意識調査）
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実質公債費比率

経常収支比率

4.1　計画の実現のために

目標値
（目標年度27年度）

95.0

― ―

28.0―

93.3 91.3 91.9

158.4

(3)施策の成果

平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度実績

1.
施
策
の
目
的
・
成
果

(1)施策の対象（誰を、何を対象としているか。範囲は。）

政策

①地方自治法 ②地方分権改革推進法 ③地方公共団体の財政の健全化に関する法
律

河﨑　啓二

(2)　施策の意図（対象をどのような状態にするのか）

平成24年度実績

156.8

政策展開の基本
方向

関連計画・根拠
法令等

指標名

④

89.9

市の行財政運営全般

行財政運営を効率的で健全なものとする。

鎌鎌鎌鎌ケケケケ谷市施策評価表谷市施策評価表谷市施策評価表谷市施策評価表（（（（事後事後事後事後））））

施策№412

記　入　日　　平成２５年　７月３０日

点　検　日　　平成２５年　８月　９日

施策担当マネー
ジャー

施策名

350効率的で健全な行財政運営の推進
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3.
コ
ス
ト
説
明

円

①正職員（時間内）

市職員の市民への対応が良くなったと答え
た市民割合（市民意識調査）

職員数

行政の簡素化や事務の合理化が進んだと思
う市民割合（市民意識調査）

う市民割合（市民意識調査）
―

704

0

この施策は、全４２施策中 4

0261,638

番目にコストをか
けています。

平成１２年度に地方分権一括法、平成１８年度に地方分権改革推進法など
地方分権が進展し、近年では「地域主権改革」として、平成２２年度に地域
主権戦略大綱の決定、２３年度には第１次一括法が成立し、条例制定権の
拡大、義務付け、枠付け廃止などが行われた。今後も権限委譲が進む中
で本市としても自らの責任の下で必要な施策を実施していく必要がある。

213,253 215,775

（２）全施策中の順位

(2)今後施策を取り巻く環境
はどのように変わることが
予想されるか

13,738

(4)国・千葉県の方針並び
に関係法規等の変化

251,849

206,683

11,454

33,092

12,771

259,142

43,499

3,391,618

42,475

1,029

78,371

0

11,063

― ―

― ―

691 687

4,600,841

平成25年度
予算額

3,683,042

4,532,964

目標年度（　　　　年度）
今後の計画総額

5,648 10,751

(3)施策について市民や議
会の意見（市民意識調査、
個別要望・意見等）

④一般財源

③非常勤職員

②正職員（時間外）

(2)総所要時間(0.5単位）
　　①＋②＋③自動計算

平成１２年４月施行の地方分権一括法により、地方自治体は自ら考え自
ら実行する｢自立自治体｣としての対応が求められ、市町村合併や三位
一体の改革が促進された。本市は三位一体の改革の結果、財政が悪化
し、厳しい財政運営を迫られることになり、財政健全化法により、１９年度
決算から各種指標の公表が義務付けらることとなった。

33,712 29,492

256,483

平成２４年４月１日常住人口：108,816人

3,677,394

③市債・その他財源

　　　　　 　　       　年度
コスト・指標

平成24年度
決算見込み額

4,666,390 3,481,052

2.
コ
ス
ト
の
推
移

(1)総事業費　自動計算

平成23年度
決算

平成22年度
決算

4.
環
境
分
析

②県支出金

199,536

― ―

(1)過去5年間で施策を取り
巻く環境はどのように変
わったか

― ―

一頃よりも経常収支比率等財政指標は改善したが、少子高齢化に伴う
扶助費等義務的経費の増加が想定される中にあって、持続可能な行財
政運営をどのように行っていくのか関心が高まってきている。

4,288

28.0―

（１）市民一人あたりコスト

平成１９年度に財政健全化法成立、２１年度地方分権改革推進計画閣議
決定、２２年度地域主権戦略大綱閣議決定、２３年４月地域主権改革第１
次一括法成立

①国庫支出金

平成21年度
決算

4,538,450

22.0

16,107

42,891

4,655,6394,514,446

5,486

22.0
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優先度 担当課

(2)目的妥当性

（理由）この施策を廃止した場合支障があるか。同じ目的を持つ他の施策はあるか？　さらに成果指標を伸ばせないか？

6.
評
価
・
検
討

5.
施
策
を
構
成
す
る
事
務
事
業
の
状
況
※
施
策
中
優
先
順
位
順
に
記
載

(3)公平性

(1)行政関与の妥当性

事務事業名

3：高い

3：高い （理由）なぜ､市が関与する必要があるのか？市民等との役割分担は適切か？
効率的で健全な行財政運営の推進は、地方公共団体の業務運営そのものの課題であり、行政関与の妥当性は高い。

3：高い

（理由）施策の目的は政策にどのように結びついているか。
行財政運営を効率的で健全なものにするという目的は、最小の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない地方公共団体にとっての責務であり、目的は妥
当である。

3：高い （理由）対象は偏っていないか？　対象を広げたり狭めたりできないか？
効率的で健全な行財政運営の推進は、全庁的に進めなければならない課題であり、対象に偏りはない。

別紙に記載

※評価検討(1)～(5)　１：低い、２：普通、３：高い、４：あてはまらない
※総合評価検討(６)　１：終了,２：廃止,３：休止,４：縮小,５：改善,６：現状維持、７：拡充

１　終了：事業が完了したので、終了する ２　廃止：事業を廃止する ３　休止：再開を前提に休止する
４　縮小：好ましくない状況なので、規模を縮小する ５　改善：事業実施方法等について、改善した上、継続する ６　精査・検証：精査・検証の上、継続する
７　拡充：重点的に資源を配分し、規模を拡大する

7.
改
革
・
改
善
案

厳しい財政状況に対応するため、より一層の財源の確保と歳出削減を目指す。

歳入については、市税をはじめとした各種徴収金の徴収率の向上や、サービスに対する受益者負担の適正化により財源の確保に努める一方、歳出については、施設の統廃
合、施策の重点化、事業の民間委託、非常勤職員の活用等の視点からあらゆる事務事業を見直し、事務事業経費、人件費等の削減を図る。

今後、ますます地方自治体の自主性･自立性や業務の簡素化･効率化が求められるものと思われる。このため、自治体の役割･守備範囲･民間委託での実施の可能性、事務事
業の費用対効果などを一層見極めた中で、効率的で健全な行財政運営を強力に推進していく必要がある。

(4)改革・改善案導入の考え
方　　　※施策担当マネ
ジャー所感

（今後の方向内容）
最小の経費で最大の効果を目指さなければならない地方公共団体にとって、持続可能な行財政運営は今後とも強力に推進しなければならない。

（理由）この施策を廃止した場合支障があるか。同じ目的を持つ他の施策はあるか？　さらに成果指標を伸ばせないか？
効率的で健全な行財政運営の推進は、恒常的に行うべきものであり、地方自治体として存続し続けるために有効である。

3：高い

７：拡充

(5)効率性

(6)総合評価総合評価総合評価総合評価

(4)有効性

3：高い

(3)改革・改善案の問題要因
と克服策

事務事業の見直しにより、住民負担の増加やサービスの縮減を求めなければならないことも想定される。このため、議会をはじめ住民･各種団体などに十分説明し、理解を得て
いく必要がある。

維持縮減

維持

低下

8
.

成
果
と
コ
ス
ト
の
方
向
性

成果とコストの方向性に関する説明

全ての施策を遂行するにあたっては、常に｢最小の経費で最大の効果｣を挙げるようにしなければならない。

成
果
の
方
向
性

向上 ○

コストの方向性
増加

(2)改革・改善案の概要
※指標改善の根拠とコスト
を示す

(1)改革・改善の方向

（理由）コストがかかりすぎていないか？　どうしたらコスト､所要時間を縮減できるか？
効率的で健全な行財政運営を推進するためには、一層のＩＣＴ化が必要であり、そのための費用(システムの更新費用を含む)が必要となるが、ＩＣＴ化は時代の要請で
あり、またそれによって行財政運営の効率性や行政の質の向上が図られるメリットがある。



施策名

注記

順位 事務事業名 担当課
庁舎耐震改修事業 契約管財課
財政調整基金積立に要する経費 企画財政課
公共施設整備基金積立に要する経費 企画財政課
人事管理に要する経費 総務課
減債基金積立に要する経費 企画財政課
オンライン業務に要する経費 総務課
市税の徴収等に要する経費 収税課
市民税課税事務に要する経費 課税課
固定資産税課税事務に要する経費 課税課
諸税課税事務に要する経費 課税課
徴収事務に要する経費 収税課
企画事務に要する経費 企画財政課
教育委員会運営に要する経費 教育総務課
監査委員事務局の運営に要する経費 監査委員事務局
議会事務局の運営に要する経費 議会事務局
借入金元金償還金に要する経費 企画財政課
教育委員会事務局の運営に要する経費 教育総務課
財務管理に要する経費 企画財政課
税務地図情報システムに要する経費 課税課
財産の取得等に要する経費 契約管財課
庁舎管理に要する経費 契約管財課
市税の賦課等に要する経費 課税課

平成２３～２４年度施策に関する施策評価　事務事業の優先度集計票
効率的で健全な行財政運営の推進

①施策の中で優先度が高い事務事業から順に、A→B→Cの３区分で表示しています。

②優先度の判断は、「施策貢献度」「行政の果たす役割の大きさ」「投資効果」「市民ニーズ」
「緊急性」の５つの尺度で相対的に判断した結果です。

A

B



順位 事務事業名 担当課
借入金利子償還金に要する経費 企画財政課
契約事務に要する経費 契約管財課
職員研修に要する経費 総務課
出納事務に要する経費 会計課
情報推進に要する経費 総務課
文書管理に要する経費 総務課
給与管理に要する経費 総務課
工事検査に要する経費 契約管財課
庁用車管理に要する経費 契約管財課
秘書事務に要する経費 秘書広報課
統計事務に要する経費 総務課
福利厚生に要する経費 総務課

※法定受託事務（優先順位付け対象外）
諸統計調査事務に要する経費 総務課
戸籍住民基本台帳事務に要する経費 市民課

C


